
  

連　結　貸　借　対　照　表
 

(単位：百万円未満切捨)

 科          目   金       額   科          目   金       額

資  産  の  部 37,819  負  債  の  部 26,037

流  動  資  産 29,025 流  動  負  債 24,343
現 金 及 び 預 金 3,223 支払手形及び買掛金 21,173
受取手形及び売掛金 21,940 短 期 借 入 金 276
商 品 及 び 製 品 1,465 １年内返済予定の長期借入金 2,000
仕 掛 品 1,538 未 払 法 人 税 等 42
繰 延 税 金 資 産 137 役 員 賞 与 引 当 金 5
未 収 還 付 法 人 税 等 542 前 受 金 626
そ の 他 324 繰 延 税 金 負 債 7
貸 倒 引 当 金 △ 145 そ の 他 211

固  定  資  産 8,793 固  定  負  債 1,694
有形固定資産 547 長 期 未 払 金 469
建 物 465 退 職 給 付 引 当 金 1,041
減 価 償 却 累 計 額 △ 139 繰 延 税 金 負 債 0
機械装置及び運搬具 147 そ の 他 183
減 価 償 却 累 計 額 △ 112
工 具 器 具 及 び 備 品 269 純  資  産  の  部 11,782
減 価 償 却 累 計 額 △ 217
土 地 133 株  主  資  本 10,843

資   本   金 2,945
無形固定資産 18

資 本 剰 余 金 1,805
投資その他の資産 8,227
投 資 有 価 証 券 6,761 利 益 剰 余 金 6,173
長 期 貸 付 金 12
破 産 更 生 債 権 等 195 自　己　株　式 △ 81
繰 延 税 金 資 産 393
そ の 他 1,204 評 価 ・ 換 算 差 額 等 823
貸 倒 引 当 金 △ 339 その他有価証券評価差額金 868

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △0
為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 44

少 数 株 主 持 分 114

37,819 37,819資 産 合 計

（平成２２年３月３１日現在）

負 債 及 び 純 資 産 合 計

椿 本 興 業 株 式 会 社
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（単位：百万円未満切捨）

       科            目            金           額

  売　　上　　高 62,743

  売   上   原   価 54,653

売　上　総　利　益 8,090

　販売費及び一般管理費 8,119

営  業  損  失（△） △ 28

  営  業  外  収  益

受 取 利 息 3

受 取 配 当 金 100

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 47

助 成 金 収 入 44
そ の 他 56 252

  営  業  外  費  用
支 払 利 息 41

売 上 割 引 19

手形及び売上債権売却損 6

そ の 他 12 80

経   常   利   益 143

  特   別   利   益

固 定 資 産 売 却 益 0

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 22

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 4
そ の 他 0 27

  特   別   損   失
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 13  

固 定 資 産 除 売 却 損 0 13

税金等調整前当期純利益 157

  法人税、住民税及び事業税 58

  法 人 税 等 調 整 額 46 104

  少 数 株 主 損 失（△） △ 7

当   期   純  利　益 59

            自　平成２１年　４月　１日 
           至　平成２２年　３月３１日

連   結   損   益   計   算   書
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連結株主資本等変動計算書 
 

当連結会計年度(自 平成 21 年４月１日 至 平成 22 年３月 31 日) 
（単位：百万円未満切捨） 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成21年３月31日残高 2,945 1,805 6,403 △79 11,075

当連結会計年度中の変動額  

 剰余金の配当 ― ― △290 ― △290

 当期純利益 ― ― 59 ― 59

 自己株式の取得 ― ― ― △2 △2

 株主資本以外の項目の連結 

 会計年度中の変動額（純額） 
― ― ― ― ―

当連結会計年度中の変動額合計 ― ― △230 △2 △232

平成22年３月31日残高 2,945 1,805 6,173 △81 10,843

 

 

評価・換算差額等 

 その他 

有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ

損益 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算

差額等合計

少数株主 

持  分 
純資産合計

平成21年３月31日残高 △829 △4 △53 △887 117 10,305

当連結会計年度中の変動額  

 剰余金の配当 ― ― ― ―  ― △290

 当期純利益 ― ― ― ― ― 59

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― △2

 株主資本以外の項目の連結 

 会計年度中の変動額 (純額) 
1,698 3 9 1,711 △2 1,709

当連結会計年度中の変動額合計 1,698 3 9 1,711 △2 1,476

平成22年３月31日残高 868 △0 △44 823 114 11,782
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【連結注記表】 

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

1.連結の範囲に関する事項 

（1）連結子会社の数  16 社 

・主要な連結子会社の名称  株式会社ツバコー・ケー・アイ 

 当連結会計年度において、新たにツバコー北日本株式会社を設立したことにより連結の範囲に

含めております。 

(会計方針の変更) 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する

適用指針」（企業会計基準適用指針第 22 号 平成 20 年５月 13 日）を適用しております。 

なお、これによる影響はありません。 

 

（2）非連結子会社の数 ２社 

・TSUBACO (HONG KONG)CO.,LTD. 

・TSUBACO KOREA CO.,LTD. 

（連結の範囲から除いた理由）   

当該２社の合計の総資産額、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合

う額)等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

 

2.持分法の適用に関する事項 

（1）持分法を適用した非連結子会社の数 ２社 

・TSUBACO (HONG KONG) CO.,LTD. 

・TSUBACO KOREA CO.,LTD. 

（2）持分法を適用した関連会社の数   １社 

・椿本西日本株式会社 

（3）持分法適用会社のうち、決算日が異なる会社については、当該会社の事業年度に係る財務諸表を

使用しております。 

 

3.連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち TSUBACO SINGAPORE PTE.LTD.、TSUBACO KTE CO.,LTD.、上海椿本商貿有限公

司の決算日は平成 21 年 12 月 31 日であります。連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現

在の財務諸表を使用しております。ただし、平成 22 年１月１日から平成 22 年３月 31 日までの

期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

その他の連結子会社の決算日はすべて３月 31 日であり、連結決算日と一致しております。 
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4.会計処理基準に関する事項 

（1）資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

ａ 満期保有目的の債券…………………償却原価法(定額法) 

ｂ その他有価証券 

時価のあるもの………………………決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定) 

時価のないもの………………………移動平均法による原価法 
  

② たな卸資産 

ａ 商品及び製品…………………………総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定） 

ｂ 仕 掛 品………………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定） 

 
 

（2）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く）……主として定率法を採用しております。ただし、平成 10

年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)

については定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物                15 年～47 年 

機械装置及び運搬具          5 年～12 年 

工具器具及び備品           2 年～15 年 

 

② 無形固定資産（リース資産を除く）……定額法によっております。 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。ただし、自社利用の

ソフトウエアについては､社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用しております。 

 

③ リース資産…………………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。 

                   なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

 
 

（3）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金…………………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ 

いては貸倒実績率により､貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し､回収不能見込

額を計上しております。 
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② 退職給付引当金…………………………従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連

結会計年度末において発生していると認められる額を

計上しております。なお、会計基準変更時差異（1,148

百万円）については、12 年による按分額を費用処理して

おります。過去勤務債務については、発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（13 年）による按分

額を費用処理しております。また数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（13 年）による按分額をそれぞ

れ発生時の翌連結会計年度より費用処理しております。 

(会計方針の変更)  

当連結会計年度より、「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）(企業会計

基準第 19 号 平成 20 年 7 月 31 日)を適用しております。 

なお、従来の方法による割引率と同一の割引率を使用することとなったため、連結計算書

類に与える影響はありません。 

 

③ 役員賞与引当金…………………………役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上して

おります。 

 
 
(4）収益及び費用の計上基準………………… 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

①当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確

実性が認められる工事 

  ・工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）  

②その他の工事 

 ・工事完成基準 

 

(会計方針の変更)  

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、請負金額３億円以上かつ工期１

年超の工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用

しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第 15 号 平成 19 年

12 月 27 日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

18 号 平成 19 年 12 月 27 日)を当連結会計年度より適用し、当連結会計年度に着手し

た工事契約から、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められ

る工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の

工事については工事完成基準を適用しております。 

なお、平成 21 年３月 31 日以前に着手した工事契約のうち、長期大型の工事（請負

金額３億円以上かつ工期１年超）に係る収益の計上については、従来どおり工事進行

基準を適用し、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 

このため、平成 21 年４月１日以降着手したものの売上高は 1,447 百万円増加し、営

業損失は 75 百万円減少、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ 75 百万

円増加しております。 
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（5）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

……………………………外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により 

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めておりま

す。 

(会計方針の変更)  

従来、在外子会社等の収益及び費用は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算して

おりましたが、為替レート変動による影響額の低減をはかり、期中業績をより適正に表示

するため、当連結会計年度から在外子会社等の収益及び費用については期中平均相場によ

り円貨に換算しております。なお、これによる影響額は軽微であります。 

 

（6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法………………………繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワッ

プについては特例処理の要件を満たしている場合は特例

処理を採用しております。また、為替予約取引のうち振当

処理の要件を満たしている場合は、振当処理を採用してお

ります。 

 

② ヘッジ手段及びヘッジ対象……………・為替予約取引(外貨建債権債務及び外貨建予定取引) 

・金利スワップ（１年内返済予定の長期借入金） 

 

③ ヘッジ方針………………………………外貨建取引については為替リスクを、長期借入金につい

ては金利変動リスクをヘッジする方針であり、投機的な 

取引は行わない方針であります。 

 

④ ヘッジの有効性評価の方法……………ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フ 

ロー変動を直接結び付けて判定しております。ただし、

特例処理によっている金利スワップについては、有効性

の評価を省略しております。 
 

⑤ その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの 

……………リスク管理は取引権限及び取引限度額等を定めた社内ル 

ールに従い、財経部にて行っております。 

 

（7）その他重要な事項 

 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 

5.連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、部分時価評価法によっております。 

 

6.のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

のれんは、原則として５年間で均等償却しております。 
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２．追加情報 

 役員退職慰労金制度の廃止 

  当連結会計年度において、国内連結子会社の取締役に対する退職慰労金制度を廃止いたしま

した。これに伴い、「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、当連結会計年度末における未払額

75 百万円については固定負債の「長期未払金」に含めて表示しております。 

 

３．連結貸借対照表に関する注記 

1.担保に供している資産  

投 資 有 価 証 券 ２１６百万円 

       担保に係る債務金額 ５０７百万円 

2.受取手形の債権流動化による買戻限度額 ３７３百万円 

 

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

1.発行済株式の種類及び総数に関する事項 

前連結会計年度末 

株式数 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

当連結会計年度末

株式数 株式の種類 

(株) (株) (株) (株) 

普 通 株 式 32,489,845 ― ― 32,489,845
 
 
2.自己株式の種類及び株式数に関する事項 

前連結会計年度末 

株式数 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

当連結会計年度末

株式数 株式の種類 

(株) (株) (株) (株) 

普 通 株 式 285,640 10,363 ― 296,003

（変動事由の概要） 

増加株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加                    7,424株 

 持分法適用会社が取得した親会社株式（当社株式）の当社帰属分の増加   2,939株 

 
3.配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 193 6.00 平成21年３月31日 平成21年６月29日

平成21年11月２日 
取締役会 

普通株式 96 3.00 平成21年９月30日 平成21年12月10日

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  平成 22 年６月 29 日開催予定の第 107 回定時株主総会において、次の議案を付議いたします。 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

普通株式 161 利益剰余金 5.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日
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５．金融商品に関する注記 

 （追加情報） 

   当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 平成 20 年３

月 10 日）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 19 号 

平成 20 年３月 10 日）を適用しております。 

 

1．金融商品の状況に関する事項 

    当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入

により資金を調達しております。 

    受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減をはかっ

ております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式につきましては四半期毎

に時価の把握を行っております。 

    借入金の使途は運転資金であり、１年内返済予定の長期借入金につきましては、金利変動リ

スクに対して金利スワップ取引を実行することで支払利息の固定化を実施しております。 

    またデリバティブ取引に係るリスク管理体制については、取引権限及び取引限度額等を定め

た社内ルールに従い、財経部において集中して管理しております。また、多額の借入金は、

取締役会の専決事項であり、それに伴う金利スワップ契約の締結は、同時に取締役会で決定

されることとなります。 

 

2．金融商品の時価等に関する事項 

当期の連結決算日である平成 22 年３月 31 日現在における連結貸借対照表計上額、時価及び

これらの差額については、次のとおりであります。 

(単位：百万円) 

 
連結貸借対照表 

計上額(※) 
時価(※) 差額 

(1) 現金及び預金 ３，２２３ ３，２２３  ― 

(2) 受取手形及び売掛金 ２１，９４０ ２１，９４０  ― 

(3) 投資有価証券 

その他有価証券 
６，０９０ ６,０９０  ― 

(4) 支払手形及び買掛金 （２１，１７３） （２１，１７３） ― 

(5) 短期借入金 （２７６） （２７６） ― 

(6) １年内返済予定の 

      長期借入金 
（２,０００） （２,００１） （１）

(7) デリバティブ取引 （０） （０) ― 

 

      ※負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
 

    (注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 
 

     （1）現金及び預金、並びに(２)受取手形及び売掛金 

・これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。 

     （3）投資有価証券 

・これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 
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     （4）支払手形及び買掛金、並びに（5）短期借入金 

       ・これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

     （6）１年内返済予定の長期借入金 

・１年内返済予定の長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行

った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による

１年内返済予定の長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記（7）
参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行っ

た場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっておりま

す。 
     （7）デリバティブ取引 

・金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている１年内返済予定の長期 

借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該１年内返済予定の長期借入

金の時価に含めて記載しております（上記(6)参照）。 

・為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金および買掛金と一

体として処理されているため、その時価は、当該売掛金および当該買掛金の時価に含め

て記載しております（上記(2)および(4)参照）。また時価は為替予約等の予定取引によっ

て生じたものであります。 

 

(注２) 非上場株式（連結貸借対照表計上額670百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ

ュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた

め、「(3) 投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

 

６．１株当たり情報に関する注記 
   1.１株当たり純資産額       ３６２円４０銭 

    2.１株当たり当期純利益        １円８５銭 

 

７．重要な後発事象に関する注記 

   該当事項はありません。 

 

８．その他の注記 

該当事項はありません。 
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(単位：百万円未満切捨)

 科          目   金       額   科          目   金       額

資   産  の  部 35,529  負  債  の  部 25,341

流  動  資  産 27,404 流  動  負  債 23,789
現 金 及 び 預 金 2,417 支 払 手 形 4,851
受 取 手 形 2,321 買 掛 金 15,576
売 掛 金 19,367 1年内返済予定の長期借入金 2,000
商 品 及 び 製 品 1,132 未 払 金 106
仕 掛 品 1,464 未 払 費 用 5
前 渡 金 121 未 払 法 人 税 等 32
前 払 費 用 62 前 受 金 426
繰 延 税 金 資 産 94 預 り 金 776
未 収 還 付 法 人 税 等 428 そ の 他 15
そ の 他 79
貸 倒 引 当 金 △ 86

固  定  資  産 8,125 固  定  負  債 1,551
有形固定資産 463 退 職 給 付 引 当 金 992
建 物 390 長 期 未 払 金 392
減 価 償 却 累 計 額 △ 115 長 期 預 り 金 166

機 械 92
減 価 償 却 累 計 額 △ 74

車 両 運 搬 具 12
減 価 償 却 累 計 額 △ 10

工 具 器 具 及 び 備 品 223 純　資　産　の  部 10,188
減 価 償 却 累 計 額 △ 186 9,365

土 地 132  
資    本    金 2,945

無形固定資産 18
ソ フ ト ウ エ ア 14 資 本 剰 余 金 1,811
そ の 他 3 資 本 準 備 金 750

そ の 他 資 本 剰 余 金 1,061
投資その他の資産 7,642 　　資本金及び資本準備金減少差益 878
投 資 有 価 証 券 5,842    自 己 株 式 処 分 差 益 182
関 係 会 社 株 式 379
関 係 会 社 出 資 金 50 利 益 剰 余 金 4,680
従 業 員 長 期 貸 付 金 9 そ の 他 利 益 剰 余 金 4,680
関係会社長期貸付金 304 別 途 積 立 金 4,450
破 産 更 生 債 権 等 32 繰 越 利 益 剰 余 金 230
長 期 前 払 費 用 8
敷 金 376 自　己　株　式 △ 72
会 員 権 308
繰 延 税 金 資 産 272 評価・換算差額等 822
そ の 他 261 その他有価証券評価差額金 822
投 資 損 失 引 当 金 △ 10 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △0
貸 倒 引 当 金 △ 191

35,529 35,529

（平成２２年３月３１日現在）

貸 借 対 照 表

株　主　資　本

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計
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            　自　平成２１年　４月　１日
            　至　平成２２年　３月３１日

（単位：百万円未満切捨）

       科            目            金           額

  売　　　上　　　高 58,285

  売   上   原   価

商 品 期 首 た な 卸 高 3,306

当 期 商 品 仕 入 高 51,560

　　合　　計 54,866

商 品 期 末 た な 卸 高 2,597 52,269

売　上　総　利　益 6,016

　販売費及び一般管理費 6,143

営  業  損  失（△） △ 126

  営  業  外  収  益
受 取 利 息 3
受 取 配 当 金 299
助 成 金 収 入 32
雑 収 入 73 409

  営  業  外  費  用
支 払 利 息 36

売 上 割 引 16

手形及び売上債権売却損 6

雑 損 失 12 71

経   常   利   益 211

  特   別   利   益
固 定 資 産 売 却 益 0

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 4

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 17 21

  特   別   損   失
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 6 6

税 引 前 当 期 純 利 益 226

 法人税、住民税及び事業税 16

 法 人 税 等 調 整 額 57 73

当   期   純  利　益 153

損 益 計 算 書
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株主資本等変動計算書 

 

当事業年度(自 平成 21 年４月１日 至 平成 22 年３月 31 日) 
 

（単位：百万円未満切捨） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金
 

資本金 資本 

準備金 

その他

資本 

剰余金

資本 

剰余金

合計 
別途 

積立金

繰越利益

剰余金

利益 

剰余金 

合計 

自己株式 
株主資本

合計 

平成21年３月31日残高 2,945 750 1,061 1,811 3,700 1,117 4,817 △70 9,503

当事業年度中の変動額     

 剰余金の配当 ― ― ― ― ― △290 △290 ― △290

 別途積立金の積立 ― ― ― ― 750 △750 ― ― ―

 当期純利益 ― ― ― ― ― 153 153 ― 153

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △1 △1

株主資本以外の項目 

の事業年度中の変動額

(純額) 

― ― ― ― ― ― ― ― ―

当事業年度中の変動額 

合計 
― ― ― ― 750 △886 △136 △１ △138

平成22年３月31日残高 2,945 750 1,061 1,811 4,450 230 4,680 △72 9,365

 

評価・換算差額等 

 その他有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損 益 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 

平成21年３月31日残高 △768 △４ △772 8,731

当事業年度中の変動額  

 剰余金の配当 ― ― ― △290

 別途積立金の積立 ― ― ― ―

 当期純利益 ― ― ― 153

 自己株式の取得 ― ― ― △１

株主資本以外の項目 

の事業年度中の変動額

(純額) 

1,591 ３ 1,595 1,595

当事業年度中の変動額 

合計 
1,591 ３ 1,595 1,456

平成22年３月31日残高 822 △０ 822 10,188
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【個別注記表】 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1.有価証券の評価基準および評価方法 

①満期保有目的の債券………………………･償却原価法(定額法) 

②その他有価証券 

ｲ)時価のあるもの…………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

ﾛ)時価のないもの…………………移動平均法による原価法 

③子会社株式および関連会社株式………… 移動平均法による原価法 
  

2.たな卸資産の評価基準および評価方法  

①商品及び製品……………………………… 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

②仕 掛 品……………………………………･個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定） 
  

3.固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く）… 定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以
降に取得した建物(建物附属設備を除く)については定額
法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物………………………………15 年～47 年 
機械装置および運搬具………… ５年～12 年 
工具器具および備品…………… ２年～15 年 

 

②無形固定資産（リース資産を除く）… 定額法によっております。なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の基準によっております。た

だし、自社利用のソフトウエアについては､社内における

利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。 

 

③リース資産……………………………… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リ

ース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 

④長期前払費用…………………………… 均等償却によっております。なお、償却期間については、

法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
 

4.引当金の計上基準 

①貸倒引当金……………………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により､貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し､回収不能見込額を計上して

おります。 
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②退職給付引当金…………………………従業員の退職給付に備えるため､当事業年度末における退

職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。なお、会計基準変更時差異（1,121 百万円）につ

いては、12 年による按分額を費用処理しております。 

過去勤務債務については、発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(13 年)による按分額を費用処理し

ております。また数理計算上の差異については、各事業年

度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（13 年）による按分額をそれぞれ発生時の翌事業年度よ

り費用処理しております。 

 （会計方針の変更） 

当事業年度より、「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）(企業会

計基準第 19 号 平成 20 年 7 月 31 日)を適用しております。 

なお、従来の方法による割引率と同一の割引率を使用することとなったため、計

算書類に与える影響はありません。 

 

③役員賞与引当金………………………… 役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上してお

ります。 

 

④投資損失引当金………………………… 関係会社への投資等に係る損失に備えるため、当該会社の

財政状態等を勘案して必要額を計上しております。 
 

5.収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

①当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が

認められる工事 

 ・工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）  

②その他の工事 

 ・工事完成基準 

 （会計方針の変更） 

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、請負金額３億円以上かつ工

期１年超の工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基

準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第 15

号 平成 19 年 12 月 27 日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第 18 号 平成 19 年 12 月 27 日)を当事業年度より適用し、当

事業年度に着手した工事契約から、当事業年度末までの進捗部分について成果の

確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価

比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 

なお、平成 21 年３月 31 日以前に着手した工事契約のうち、長期大型の工事（請

負金額３億円以上かつ工期１年超）に係る収益の計上については、従来どおり工

事進行基準を適用し、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 

このため、平成 21 年４月１日以降着手したものの売上高は 1,444 百万円増加

し、営業損失は 71 百万円の減少、経常利益および税引前当期純利益は、それぞ

れ 71 百万円増加しております。 

 

 

6.外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準 

       ……………………………… 外貨建金銭債権債務は、期末決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 
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7.ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法……………………… 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップ

については特例処理の要件を満たしている場合は特例処

理を採用しております。また、為替予約取引のうち振当処

理の要件を満たしている場合は、振当処理を採用しており

ます。 

② ヘッジ手段およびヘッジ対象…………為替予約取引（外貨建債権債務および外貨建予定取引） 

  金利スワップ（１年内返済予定の長期借入金）  

 

③ ヘッジ方針………………………………外貨建取引については為替リスクを、長期借入金について

は金利変動リスクをヘッジし、投機的な取引は行わない方

針であります。 

 

④ ヘッジ有効性評価の方法………………ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロ

ー変動を直接結び付けて判定しております。ただし、特例

処理によっている金利スワップについては、有効性の評価

を省略しております。 

 

⑤ その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの 

 …………………リスク管理は、取引権限および取引限度額等を定めた社

内ルールに従い、財経部にて行っております。 

 

8.消費税等の会計処理…………………………税抜方式によっております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

1. 関係会社に対する短期金銭債権 ４，７０９百万円

2. 関係会社に対する短期金銭債務 ９２５百万円

3. 関係会社に対する長期金銭債権 ３０４百万円

4. 担保に供している資産 

投 資 有 価 証 券 ２１６百万円

       担保に係る債務金額 ５０７百万円

5. 保 証 債 務 

   借入金保証 

       TSUBACO SINGAPORE PTE.LTD. ３６百万円

   契約履行保証 

       TSUBACO KTE CO.,LTD. ４３百万円

6. 受取手形の債権流動化による買戻限度額 ３７３百万円

 

３．損益計算書に関する注記 

・関係会社との取引高 

(1) 営 業 取 引 

売  上  高 １０，０４２百万円

仕  入  高 ８６４百万円

(2) 営業取引以外の取引 ２７７百万円

 

 

 

 

 

 

 

椿 本 興 業 株 式 会 社

  (第107期事業年度 - 16 ）



 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

 自己株式の数に関する事項 

前事業年度末 当 事 業 年 度 当 事 業 年 度   当 事 業 年 度 末

の 株 式 数 増 加 株 式 数 減 少 株 式 数   の 株 式 数株式の種類  

(株) 

 

(株) (株)   (株) 

普 通 株 式  248,260  7,424 －   255,684

 (変動事由の概要) 

  増加数の内訳は次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加         7,424 株 

 

５．税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(繰延税金資産)  

 (流動)  

 貸倒引当金繰入限度超過額  ３９百万円

 その他  ５４百万円

 繰延税金資産計(流動)  ９４百万円

   

 (固定)   

 長期未払金  １６０百万円

 退職給付引当金  ４０６百万円

 保有株式等評価損  ３５２百万円

 その他  ４８百万円

 小計  ９６７百万円

 評価性引当額  △３６７百万円

 繰延税金資産計(固定)  ６００百万円

 繰延税金負債(固定)と相殺  △３２８百万円

 繰延税金資産(固定)の純額  ２７２百万円

 

(繰延税金負債)   

 (固定)   

 その他有価証券評価差額金   △３２８百万円

 繰延税金負債計(固定)   △３２８百万円

 繰延税金資産(固定)との相殺   ３２８百万円

 繰延税金負債(固定)の純額  －百万円

 

６．リースにより使用する固定資産に関する注記 
  

当事業年度末日におけるリース物件の取得価額相当額  １１８百万円 

当事業年度末日におけるリース物件の減価償却累計額相当額 １０３百万円 

当事業年度末日におけるリース物件の未経過リース料相当額 １６百万円 
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    ７．関連当事者との取引に関する注記  

1. 親会社及び法人主要株主等 

種 類 
会社等 
の名称 

所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関連当事者との関係
取 引 の 
内 容 

取 引 
金 額 

(百万円) 
科 目

期 末
残 高

(百万円)

主要株主 
㈱椿本 
ﾁｴｲﾝ 

大阪市 
北区 

17,076 
機械器具等の
製造・販売 

(被所有) 
直接10.5 

各種機材等の仕入 製品の仕入 14,807 買掛金 6,635

  (注) １ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 
       取引条件の決定方法は、一般取引と同様に市場価格並びに総原価を勘案し、価格交渉のうえ決定 

しております。 
     ２ 取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 
 

2. 子会社等 

種 類 
会社等 
の名称 

所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関連当事者 
との関係 

取 引 の 
内 容 

取 引 
金 額 

(百万円) 
科 目

期 末
残 高

(百万円)

子会社 
㈱ﾂﾊﾞｺｰ・

ｹｰ･ｱｲ 
横浜市 
神奈川区 

40 
機械器具等の
販売・設置 

（所有） 
直接90.0 

各種機材等の販売
役員の兼任 

製品の販売 
 

2,267 売掛金 1,182

子会社 
㈱ﾂﾊﾞｺｰ・

ｴｽ･ｹｰ 
京都市 
下京区 

10 
機械器具等の
販売・設置 

(所有) 
直接100.0 

各種機材等の販売
役員の兼任 

製品の販売 
 

1,410 売掛金 712

子会社 
ﾂﾊﾞｺｰ関西 
㈱ 

兵庫県 
明石市 

10 
機械器具等の
販売・設置 

(所有) 
直接100.0 

各種機材等の販売
役員の兼任 

製品の販売 
 

850 売掛金 400

子会社 
ﾂﾊﾞｺｰ九州 
㈱ 

北九州市 
小倉北区 

10 
機械器具等の
販売・設置 

(所有) 
直接100.0 

各種機材等の販売
役員の兼任 

製品の販売 
 

1,171 売掛金 539

  (注) １ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 
       取引条件の決定方法は、一般取引と同様に市場価格並びに総原価を勘案し、価格交渉のうえ決定 

しております。 
     ２ 取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

 

3. 兄弟会社等 

種 類 
会社等 
の名称 

所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関連当事者との関係
取 引 の 
内 容 

取 引 
金 額 

(百万円) 
科 目

期 末
残 高

(百万円)

主要株主 
の子会社 

㈱ツバキ
エマソン 

京 都 府
長 岡 京
市 

460 
機械器具等の
製造・販売 

― 各種機材等の仕入 製品の仕入 3,025 買掛金 1,236

主要株主 
の子会社 

㈱椿本バ
ルクシス
テム 

大阪府
豊中市 

150 
機械器具等の
製造・販売 

― 各種機材等の仕入 製品の仕入 1,560 買掛金 373

  (注) １ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 
       取引条件の決定方法は、一般取引と同様に市場価格並びに総原価を勘案し、価格交渉のうえ決定 

しております。 
     ２ 取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 
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８．１株当たり情報に関する注記 

1. １株当たり純資産額    ３１６円０７銭 

2. １株当たり当期純利益     ４円７７銭 

 

 

９．重要な後発事象に関する注記 

     該当事項はありません。 

 

 

10．その他の注記 

     該当事項はありません。 
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